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社会福祉法人岸和田市社会福祉協議会 平成２８年度事業報告 

 

１．基本目標 

  誰もが安心して暮らし続けることができる福祉のまちづくり 

２．重点項目 

①地域包括ケアシステムの構築 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを続けることが出来るよう、

地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進しました。 

②一般相談支援事業・地域生活支援事業（相談支援事業）への取組み 

障害のある人の福祉に関する様々な問題について、障害のある人等からの相談に応じ、必要な情報の提供、障害福祉サービスの利用

支援、権利擁護のために必要な援助を行いました。 

③経営課題への取り組み 

収支バランスの安定や将来の事業展開など、経営課題の解決に向けて取り組みました。 

④第４次地域福祉活動推進計画の策定 

岸和田市と協働で第４次地域福祉計画・地域福祉活動推進計画を策定しました。 
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事業実施期間：平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

推進

項目 
事業名 事業目的 事業概要 

法
人
運
営 

法人運営事業 

法人の健全運営のため、理事会・

評議員会の開催を行うとともに、各

種会議の開催、調査などを行いまし

た。 

（１）諸会議の開催 

①理事会・評議員会の開催（理事会 5回、評議員会 4回実施） 

②正副会長会議（5 回実施） 

③経営検討委員会の開催（3 回実施） 

（２）組織構成会員制度の拡大 

組織構成会員の啓発及び募集 

組織構成会員 17団体 145,000円 

（３）監事の監査（１回実施） 

（４）事務局体制の強化 

プロジェクトチームの編成（福祉まつり、経営検討） 

（５）財政基盤の増強 

①会員会費制の増強 

一般賛助会員 4,134人  5,109,000円 

特別賛助会員 248団体  2,290,000円 

②共同募金運動の強化（配分金事業の検討） 

（６）調査・研究事業 

①各種アンケート調査の実施 

善
意
銀
行 

善意銀行事業 

寄付の受付及び払出しを行うととも

に社協だよりにて寄附者掲載、啓発を

行いました。 

（１）善意銀行事業の運営 

①寄附の受付（一般寄付 78件 1,539,922円、指定寄付 46件 4,680,143

円、物品寄付 17件） 

②払出し（助成）5件 347,000円、（食料支援補充）44件 239,006円、

（マイルーム）49件 130,471円、（緊急支援）10件 17,843円、

（CUEHouse）23件 106,393円 

③事業の啓発（社協だより、ホームページ） 
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資
金
貸
付
事
業 

生活福祉資金貸付事業 

小口生活資金貸付事業 

低所得世帯、障害者世帯、高齢者

世帯が地域において安定した生活

が送れるよう生活福祉資金貸付に

よる支援を行うとともに、支援が必

要な人への総合的な支援が行える

よう、関係機関と連携し、事業を運

営しました。 

（１）貸付 

①各種貸付金の貸付業務の実施。 

総合支援資金１件 510,000円、教育支援資金 18件 14,110,000円 

生活福祉資金 20件 6,132,000円、 

緊急小口生活資金 18件 860,000円 

臨時特例 0件 

（２）啓発、相談・支援 

①関係機関との連携による効率的な運営 

（研修会の実施、情報交換の場の設置、修学資金説明会の実施） 

②失業や病気など困難を抱える人々の相談・援助活動の実施 

共
同
募
金 

共同募金配分金事業 

各種募金の実施し、募金額の増額

に取組みました。 

また、募金期間延長への取組みと

して「岸和田っ子を地域ではぐくむ

居場所づくりプロジェクト」を実施

しました。 

（１）大阪府共同募金会岸和田地区事務局を担当 

共同募金の実績額 11,532,465 円 

（戸別 5,588,761円 学校 263,907円 街頭 856,439円 

 法人 2,012,906円 バッジ 2,443,000円 その他 367,452円） 

岸和田っ子を地域ではぐくむ居場所づくりの実績額 1,977,804円 

（一口 1,407,000円 バザー281,163円 街頭 79,259円 

  グッズ 29,801円 募金箱など 180,581円） 
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地
域
福
祉
活
動 

地区福祉委員会事業 

小地域ネットワーク 

推進事業 

住民が主体となって行う福祉活

動に対し、情報提供や研修等を通じ

て支援しました。 

（１）活動支援 

 ①各地区への活動助成（24校区、1,316万円） 

 ②情報提供・組織の整備 

  地区福祉委員会活動状況 

  ・個別援助活動ネット対象者数 4,252人、ボランティア 1,020人 

  ・グループ援助活動参加者数 75,905人、ボランティア 6,537人 

 ③きんきゅうキットの交付（845世帯に配布 ※累計 5,686世帯） 

  ＊対象：高齢者、個別援助活動対象者など 

（２）各種会議・研修会の開催 

 ①地区福祉委員会連絡会の開催（年 3回、延べ 183人参加） 

 ②地域福祉活動研修会の開催（年 1回、86人）※VC市民活動講演会と共催 

 ③誰もが集えるリビングフォーラム（年 1回、50人） 

 ④子育て応援団ネットワーク連絡会（年 1回、52人） 

（３）活動啓発 

 ①地区福祉委員会活動記録集の作成 

 ②福祉掲示板の交付(28年度は交付なし／累計 327基） 

 ③社協だより・ボランティア情報紙での活動紹介 

 ④電子媒体（ホームページ・フェイスブック等）による活動紹介 

（４）活動の連携 

 地域支援専門職ネットワーク会議の開催（事務局） 

  社協地区担当者、ＣＳＷ、地域包括支援センターが各圏域単位で連携

を図ることを目的に開催 ※（  ）内は構成員数 

＊全体会：年 1回開催  

＊都市中核圏域（15人）：13回開催 

＊葛城の谷圏域（7人）：10回開催 

＊中部圏域（6人）：7回開催   

＊北部圏域（8人）：11回開催 ＊牛滝の谷圏域（8人）：11回開催 

＊久米田圏域（25人）：年 6回開催 ※あんしんネットワークを兼ねて開催 
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地域福祉推進事業 

福祉制度外のサービスの推進、セ

ルフヘルプグループの支援、住民へ

福祉の理解を深めるための各種事

業を実施しました。 

（１）当事者組織支援事業 

①岸和田市介護者家族の会「みずの輪」の支援及び活動助成 

  定例のつどい年 19回開催、延べ 270人参加 

  総会（年１回 82人参加） ※会員数 81人(平成 29年 3月末現在) 

（２）福祉教育推進事業 

 ①福祉教育推進校に対する活動支援及び活動助成（小中学校 35校） 

車椅子体験、アイマスク体験等 延べ 35回を活動調整 

 ②福祉教育推進校担当者会議の開催 年 2回、延べ 65人参加 

 ③福祉教育基礎研修会・人権教育研修会を開催  86人参加 

 ④小・中学校に向けた赤い羽根キッズ教室の実施  6校実施 

 ⑤精神保健福祉分野の福祉教育プログラム開発に関するワーキング 

会議 年 8回、延べ 82人参加 

 ⑥未来づくり学校推進事業 5校 8プログラムに助成 

（３）誰もがつどえるリビングの推進 

   3団体へ助成、6団体を日本赤十字社岸和田地区へ推薦 

（４）岸和田っ子を地域ではぐくむ居場所づくりプロジェクト 

①企画会議の開催（年 6回、延べ 81人参加） 

 ②ボランティア研修（公開講座）の開催（年 2回、54人参加） 

  ③視察研修の実施（年 10回、延べ 45人参加） 

 ④居場所の開催 ＊人数は延べ 

 ＊ポカボーキッチン（年 21回、309人参加、スタッフ 197人） 

 ＊ほっとハウスやまだい（年 20回、542人参加、スタッフ 160人） 

 ＊COOKING SCHOOL ULU（年 6回、41人参加、スタッフ 41人） 

＊ママちゃん食場（年 6回、98人参加、スタッフ 47人） 

移送サービス事業 

福祉車両を使用し、外出時に車い

すが必要な人の外出を支援しまし

た。 

（１）福祉車両による対象者の送迎（年間 269件） 

（２）移送ボランティア養成講座の実施（年１回 4人） 

（３）移送ボランティア交流会の開催（年 3回 20人） 
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ボランティア活動事業 

市民参画による地域課題の解決

を目指し、ボランティアコーディネ

ート及び活動者支援、人材育成・啓

発事業等を行いました。 

また、災害時に地元のスムーズな

復興に寄与することを目的とし、各

種関係機関・団体と協働で災害時ボ

ランティア活動支援体制の整備を

行いました。 

（１）各種会議の開催 

 ①ボランティアセンター運営委員会（年 3回、33人参加） 

 ②ボランティアセンター企画ワーキング会議（年 6回、66人参加） 

 ③車いすユーザーも楽しめる岸和田祭実行委員会（6回、26人参加） 

（２）ボランティアコーディネート・ボランティア・市民活動支援 

  相談件数 来所 2,784件  電話相談 3,572件 

①ボランティア相談受付（活動希望者・募集希望者） 

 ②既存の活動実践者の活動支援・協働実践のコーディネート 

 ③ボランティア連絡会の運営支援 

（３）人材育成事業 

①各種ボランティア講座の開催（8講座 開講日数 122日延べ 

参加者人数 1,618人） 

②NPO学習会の開催と相談受付（年 4回 延べ 62人参加） 

③ボランティア体験プログラムの実施 

（受入施設・団体 51 延べ参加者数 81人） 

④福祉施設ボランティアコーディネーター育成支援 

28年度は出張開催（2回 21人） 

 ⑤ボランティアスタイルきしわだの実施 

  ＊学習会の開催（年 1回、16人参加） 

  ＊プログラム下見とプレ企画の実施（5 プログラム） 

  ＊プログラムの実施（1 プログラム） 

 ⑥ボランティア・地域活動コーディネーター入門セミナーの開催 

（年 6回、延べ 47人参加） 
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市
民
活
動
支
援 

ボランティア活動事業 

市民参画による地域課題の解決

を目指し、ボランティアコーディネ

ート及び活動者支援、人材育成・啓

発事業等を行いました。 

また、災害時に地元のスムーズな

復興に寄与することを目的とし、各

種関係機関・団体と協働で災害時ボ

ランティア活動支援体制の整備を

行いました。 

（４）調査・研究事業 

①企業との連携強化に向けたヒアリングの実施（28 年度は実施なし） 

②市民活動サポートセンター設置に向けた市民ワークショップの 

開催と提言書作成への参画（実行委員会 13回） 

（５）広報・啓発事業 

 ①ボランティア情報紙の発行（年 3回）  

 ②市民活動ステーションの開催（年 6回 延べ 431人） 

（６）防災対策事業 

①きしわだ災害ボランティアネットワーク企画会議の開催 
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指
定
管
理
業
務 

福祉総合センター運営管理

事業（指定管理者） 

高齢者、障がい者の継続的な社

会参加ができる機会の場また、生

きがいづくりやふれあい交流の場

となるよう、各種講座を開講して

います。今年度も、より多くの高

齢者や障がい者が、多様な学習に

参加できる活動の拠点施設として

活用されるよう、様々な福祉情報

の発信に努めました。 

また、利用者への定期的なアンケ

ート調査を行い、必要な講座の企画

やニーズを把握し、全市的な福祉の

活動拠点施設として運営を行いま

した。 

（１）福祉総合センターの運営管理 

①運営委員会の開催 今年度開催なし 

②貸し室の申し込み受付、施設の維持管理 

 団体利用状況年間 122,882人、個人利用状況年間 17,827人 

③福祉の庭園 

④高齢者・障害者の就労実習（体験）受入れ及び営繕業務での就労の 

場の提供 

（２）各種講座の開催 

①福祉センター講座・特別講座の企画（年１回） 

②各種講座、相談の実施（年間延べ人数） 

（健康運動講座 5,234人、身体障害者体力維持講座 891人、 

料理講座 485人、茶道講座 557人、華道講座 527人 

書道講座 679人、陶芸講座 380人、民謡講座 443人 

視覚障害者ヨガ講座 56人、障害児粘土あそび講座 24人 

③ボランティア養成講座（点訳 80人、手話 1277人、朗読 179人、要約

筆記 28人、拡大写本 12人、視覚障害者ＰＣサポート 6人、自助具 5

人）の開催 

④健康相談 256人、スポーツ健康相談 16件 

（３）各種大会、クラブ活動の支援 

①各種大会の開催（囲碁大会、老人卓球大会、ゲートボール大会） 

②クラブ活動への支援（老健クラブ、囲碁クラブ、書道クラブ、陶芸ク

ラブ） 

（４）啓発 

①福祉まつりの実施（11/13） 1,300人参加 

（５）点訳図書・録音図書製作事業 

（点字図書 22タイトル、デイジー図書 41タイトルを図書館に寄贈） 
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指
定
管
理
業
務 

高齢者ふれあいセンター 

朝陽運営管理事業 

（指定管理者） 

高齢者を対象に教養講座や講習

会の開催、クラブ活動の場の提供等

により、社会参加を促進するととも

に、利用者の仲間づくり、生きがい

づくりを支援し、地域に根付いた高

齢者の活動拠点としての施設運営

を行いました。 

（１）高齢者ふれあいセンター朝陽の運営管理 

①運営懇談会の開催 年 4回、延べ 34人参加 

②利用者アンケートの実施 年１回、122 人回答 

③施設利用状況 

 個人利用状況 12,243人（年間） 

 団体利用状況 420団体、6,084人（年間延べ） 

（２）事業の周知、啓発 

①ふれあい朝陽新聞の発行（年 4回） 

 ②ふれあいセンター「朝陽まつり」の開催 12/4 320人参加 

（３）講座、教室の開催 

①高齢者健康体操講座 年 30回、640人（年間延べ） 

②ふれあい教室「うた」年 11回、523人（年間延べ） 

③ふれあい教室「レクリエーション」年 9回、224人（年間延べ） 

④誰でもできる手縫い教室 年 1回、27人 

⑤男の料理室 年 11回、119人 

⑥男の３Ｂ体操教室 年 20回、295人（年間延べ） 

（４）各種大会・行事等の開催 

 ①バンパー大会 年 2回、43人（年間延べ） 

 ②ふれあいシアター 年 3回、119人（年間延べ） 

 ③福祉まるごと相談ひろば「いこい」 年 12回、395人（年間延べ） 

 ④１歩・２歩・散歩の会 年 1回、25人（雨天中止２回） 

 ⑤特別講座「悪質商法から身を守ろう」 年 1回、24人 

 ⑥いきいき１００歳体操 年 18回、283人 

（５）地域との連携 

 ①地区市民協議会、福祉委員会への参加 

（６）避難訓練等の実施 

①ＡＥＤ講習会（普通救急救命Ⅰ）年 1回、17人（館利用者と職員） 
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①地域包括支援センター 

受託事業 

地域住民のニーズを踏まえ、高齢

者が住みなれた地域で安心して暮

らし続けることができるよう、医

療、介護、予防、住まい、生活支援

サービスを一体的に切れ目なく提

供していく「地域包括ケアシステ

ム」の構築を実現するよう努めまし

た。 

【包括的支援事業】 

① 介護予防マネジメント業務 

・二次予防マネジメント 

・いきいき百歳体操の立上げ支援（都市中核 8件、久米田 2件） 

 ・アンケート未回収 訪問（都市中核件 30件、久米田 41件） 

②総合相談支援業務 

 ・地域におけるネットワークの構築（あんしんネットに参加） 

 ・実態把握 

都市中核 ・徘徊高齢者等見守りネットワーク登録者のケアマネ

ジャーと同行訪問。 

・地域との懇談会で地域性の把握。 

久 米 田 ・徘徊高齢者等見守りネットワーク登録者の家族やケ

アマネジャー、本人にヒアリングを行う 

・要支援判定者の基本情報を入力し、傾向調査を行う 

③権利擁護業務 

 ・高齢者虐待の防止及び対応（都市中核 10件、久米田 7件） 

 ・消費者被害の防止及び対応（都市中核  3件、久米田 1件） 

 ・判断能力を欠く人への支援（成年後見制度利用援助） 

都市中核：8件対応 うち申し立て件数 3件 

久 米 田：4件対応 うち申し立て件数 0件 

④包括的・継続的ケアマネジメント 

 

 

都市中核 ケアマネ勉強会（ 9回）事例検討会（5回） 

久 米 田 ケアマネ勉強会（12回）事例検討会（6回） 

 

10



地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー 

①地域包括支援センター 

受託事業 

地域住民のニーズを踏まえ、高齢

者が住みなれた地域で安心して暮

らし続けることができるよう、医

療、介護、予防、住まい、生活支援

サービスを一体的に切れ目なく提

供していく「地域包括ケアシステ

ム」の構築を実現するよう努めまし

た。 

【他職種協働による地域包括支援ネットワークの構築】 

 久米田：久米田圏域 キャラバンメイト連絡会議開催（6回） 

【地域ケア会議の実施】 

都市中核 2回・認知症高齢者を地域でどう支えるか。 

・認知症高齢者の在宅の限界点を考える。 

久 米 田 2回・介護保険利用者のゴミ出し問題について 

  ・高齢者の生活を支えるための話し合い 

【生活支援体制整備業務】 

 都市中核：会議 10回 研修受講 3回 

②居宅介護予防支援事業 

高齢者が住み慣れた地域で、でき

る限り自立した生活が継続できる

よう、自立支援を目的とした介護予

防計画を作成するとともに、福祉サ

ービス事業者との連携や地域の社

会資源を活用しながら、総合的な介

護予防を行うことができるように

努めました。 

【予防給付ケアマネジメント】 

都市中核  5,454件（直 1,416件 委託 4,038件） 

久 米 田  3,484件（直 1,052件 委託 2,432件） 

【その他】 

・認知症サーポーター養成講座の開催（都市中核 5回、久米田 3回）                     

・男性介護者の交流会（久米田 1回） 

認知症高齢者の集い（都市中核 3回） 

・徘徊 SOS登録世帯交流会（久米田：6回） 

・ニュースレターの発行（都市中核 8回、久米田 4回） 

・きんきゅうキットの説明会（都市中核 2回） 

・見守活動同行（都市中核 27回） 

【指定居宅介護予防支援事業所の運営】 

①介護予防プランの作成 

②居宅介護支援事業所へ委託したプランの支援、指導及び進捗状況把握 
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権利擁護センター事業 

日常生活自立支援事業、成年後見

制度に関する相談支援、法人後見事

業、市民後見人養成および活動支援

を行い、岸和田市における権利擁護

支援体制の推進にあたりました。 

また、なんらかの支援が必要な人

の孤立を予防し、社会参加と自立支

援を目的に、居場所づくり事業の企

画、運営を行いました。 

（１）日常生活自立支援事業 

（契約件数 258件 内訳：認知症高齢者 118件、知的障害者 50件、 

精神障害者 90件） 

①福祉サービスについての情報提供、助言 

②福祉サービス利用手続きの代行 

③日常的な金銭管理 

④通帳、印鑑等の預かり（保管） 

⑤事例検討会の実施 

⑥成年後見制度への適切な移行支援 

（２）成年後見制度の利用支援 

①成年後見制度に関する相談支援や申立て支援 

②権利擁護支援検討会議の実施（12 回開催） 

③権利擁護に関する研修・セミナーの開催 

（市民向けセミナー1回、専門職向けセミナー2回） 

（３）法人後見事業の運営 

（受任件数 14件 内訳：後見 10件、保佐 3件、補助 1件） 

 ①受任事案についての後見活動 

 ②事業運営委員会（2回開催）、受任審査会の開催（3回開催） 

（４）市民後見人養成及び活動支援 （受任件数 11件） 

①市民後見人活動の相談支援、助言（専門相談 25回実施） 

②市民後見人バンクの管理、運営 

③市民後見人バンク登録者研修会、交流会実施（年 7回） 

④市民後見人養成講座の開催 

（５）居場所づくり事業の運営（開所日 92回、のべ利用数 499人） 

 ①居場所づくり事業の企画・運営 

 ②高齢者・障害者の就労実習の企画・調整 

（６）生活支援専門員及び生活支援員の配置(専門員 7人、支援員 8人) 
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やすらぎ東光通所介護事業 

要介護・要支援状態となった場合

においても、利用者様が可能な限り

在宅で、自立した日常生活を送るこ

とができるよう、必要な日常生活上

の介護及び心身機能の維持回復並

びに家族の心身の負担軽減を図り

ました。 

また、関係機関との綿密な連携を

図り、利用者様の自立した在宅生活

の支援を行いました。 

（１）やすらぎ東光デイサービスセンターの運営（保健センター内） 

 ①週 5日開所、ｻｰﾋﾞｽ時間 5～7時間型、利用定員 35人 

  （開所日数：242日、通所介護利用者延べ人数 4,915人） 

②介護予防通所介護事業の実施 

  （開所日数：242日、介護予防通所介護利用者延べ 1,077人） 

③岸和田市介護保険事業者連絡会への参画 

（研修会 1回、交流会 2回） 

 ④行事、レクリエーション、制作等プログラムの実施 

  （お花見、七夕会、納涼会、クリスマス会、喫茶レク、外食レク、

鍋レク、カンカン散歩レク、感謝祭、音楽レク、クッキングレ

ク、バイキングレク、おもちつき、東光地区子育てサロン交流

会、岸和田産業高校吹奏楽部演奏会、和泉高校ダンス部訪問、

五風会保育園交流会、ひまわり飾り制作、事業者連絡会作品展

出品、見学 等） 

 ⑤やすらぎ東光だよりの発行（第 54～65号毎月発行） 

 ⑥ボランティア、実習生等の受け入れ 

（個人ボランティア 104人、ボランティアグループ 24人、就労支援実

習 4人） 

 ⑦通所介護計画書、利用状況報告書の作成 

 （通所介護計画書→随時作成、利用状況報告書→毎月末作成） 

⑧デイサービス事業の運営方針の検討 
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居宅介護支援事業 

（ケアプラン岸和田市社協） 

介護（予防）を必要とする市内の

高齢者等が、居宅において日常生活

を営むために必要な保健医療サー

ビスまたは福祉サービスを適切に

利用できるように、社会福祉協議会

の特性を活かし、地域との連携を図

ったケアプラン作成に取り組みま

した。 

（１） ケアプラン岸和田市社協の運営 

①居宅介護支援事業（介護計画作成、給付管理及び相談援助） 

②事例検討会議等の開催（月 4回実施） 

③介護支援専門員専門研修等への参加 

（専門研修課程Ⅰ修了者 2人、専門研修課程Ⅱ修了者 1人） 

④特定事業所加算の取得 

（２） 人員体制・実績 

①介護支援専門員 6人（常勤 6人）体制による公平中立な立場で、自

立支援につながる適切な介護計画の作成 

②月 190 件の介護計画作成（年間介護計画作成数 1,736 件 予防計画

作成数 86件：月平均 151件） 

ふれあい朝陽通所介護事業 

要介護状態となった場合におい

ても、利用者様が可能な限り在宅

で、自立した日常生活を送ることが

できるよう、必要な日常生活上の介

護及び心身機能の維持回復並びに

家族の心身の負担軽減を図れるよ

う事業を実施しました。 

（１） ふれあい朝陽デイサービスセンターの運営 

①週５日開所、サービス時間 5～7時間型、利用定員 18人 

（開所日数：241日、通所介護利用者延べ人数 3,080人） 

②介護予防通所介護の実施 

（開所日数：241日、介護予防通所介護利用者延べ人数 104人） 

③会議の開催及び研修等への参加 

 （看護師会議・スタッフ会議・正職会議・昼食献立会議：毎月、研

修会：１回、岸和田市介護保険事業所連絡会への参加等） 

④季節ごとの行事等の実施開催 

（お花見、昼食レク（BBQ、鍋）、七夕、納涼会、敬老会、 

クリスマス会、制作レク、作品展示会、外食レク等） 

⑤機能訓練の実施 

｛ペダル漕ぎ、体操、階段昇降、筋力トレーニング（セラバンド等）｝ 

⑥ボランティア、実習生及び職場体験等の受入れ（随時） 

ボランティア 22 人、散髪ボランティア 18 日（利用者 98 人） 

歯科ボランティア 4 日（利用者 16 人）、中間的就労 52 日（参加者 4 人） 
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障害福祉サービス事業 

障害者が在宅生活を継続する事

が出来るよう、社会参加の機会の確

保及び地域社会における共生が可

能となるよう、サービス提供・支援

を行いました。 

（１） 障害者支援センター岸和田市社協の運営 

①障害者総合支援法に基づく居宅介護、重度訪問介護、移動支援 

サービスの提供 

②サービス提供責任者 2.5人配置を必要とする利用者の確保 

（利用者数 90人以上目標、利用者数 66人）            

CSW 
コミュニティソーシャルワ

ーカー設置事業 

市内の要援護者に対する個別支

援や住民活動のコーディネートを

行うほか、制度の狭間や複数の福祉

課題を抱えるなど、既存の福祉サー

ビスだけでは対応困難な事案の解

決に取り組みました。 

（１） いきいきネット相談支援センターふれあい朝陽の運営 

 ①相談ひろば「いこい」の実施（年 12回、年間相談件数 395人） 

 ②ＣＳＷ連絡協議会への参加 月 1回参加 

 ③地域での戸別訪問、相談支援の実施（年間相談件数 178件） 

 ④地域住民活動との協働・支援 

⑤要援護者等に対する見守り・発見、相談から適切なサービスへの

「つなぎ」が機能する体制づくり 

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業 

生活困窮者自立支援事業 

生活困窮者が困窮状態から早期

に脱却することを支援するため、本

人の状態に応じた包括的かつ継続

的な相談支援等を実施するととも

に地域における自立・就労支援等の

体制づくりに取組みました。 

（１）自立相談支援事業 

 新規相談受付件数 463件、 新規相談申込件数 137件 

 支援決定・確認件数 151件、支援継続中ケース数 52件 

生活困窮者就労訓練事業の認定 

（２）学習支援事業（マイルーム） 

 毎週 2回（月・木）17:30～20:30 

 学習支援（社会的居場所づくり事業）を実施 

登録 28人、開催回数 87日開催、のべ 1,232人参加 
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一般相談支援事業所 

委託一般相談支援事業所として、

障害児・者や家族の方の地域生活に

関わる相談業務を実施し、関係機関

とも連絡調整を行いながら、さまざ

まな生活課題の解決に向け、相談支

援を行いました。 

「相談センター社協のだ」の運営 

①障害児・者や家族、関係機関等からの相談窓口として、相談支援 

業務を実施。 

 年間相談数（人数／対応件数） 

 身体 14人／124件、知的 42人／492件、精神 78人／738件 

 児童  3人／3件 

②社会生活力を高めるための支援等 

・調理訓練の実施 

「らくらくクッキング」①6/30～7/21 参加者数 延べ 20人 

③9/29～10/20参加者数 延べ 14人 

「視覚障害者のための調理入門講座」11/26 参加者 8人 

・社会参加を図るための場作り 

発達障害者等のための「鉄道クラブ」3/25 5人参加 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に

基づく、指定一般相談支援事業者の

指定を受け、地域移行支援及び地域

定着支援を実施しました。 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための 

法律に基づく、地域移行支援及び地域定着支援の実施。 

①地域移行支援 利用件数 1人（精神障害） 

②地域定着支援 実施なし 
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